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株式会社日本政策金融公庫 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）国民生活事業の令和 6年度のソーシャルビジネス関

連融資（注）実績は、17,369件（前年度比 105.2％）、1,153億円（前年度比 94.4％）となり

ました。また、日本公庫のソーシャルビジネス支援資金は平成 27年 2月の創設から 10年が

経過し、ソーシャルビジネス関連融資実績は 10年で約 2倍となりました。 

融資件数の内訳をみると、「社会的課題の解決を目的とする事業者」向け融資実績は 8,378

件（平成 27 年度比 704.0%、前年度比 93.7％）と、10 年で約 7 倍となりました（参考１）。

これは、社会的課題の多様化や複雑化を背景に、多方面で活動するソーシャルビジネス事業

者が増加しているためと考えられます。 

主な活動分野（件数構成比）としては、「保健、医療又は福祉の増進」（28％）、「農山漁村

又は中山間地域の振興」（11％）、「環境の保全」（10％）、「まちづくりの推進」・「観光の振興」

（8％）の割合が高くなっています（参考２）。また、年齢別では、30代以下の若年層の増加

率が最も高くなっています（参考３）。 
 

日本公庫は地域の支援機関と連携し、今後も、地域や社会の課題解決に取り組むソーシャ

ルビジネスの担い手の皆さまを積極的に支援してまいります。 

（注）「NPO 法人」、「介護・福祉事業者」、「社会的課題の解決を目的とする事業者（高齢者や障がい者の介

護・福祉、子育て支援、地域活性化、環境保護など）」向けの融資をいいます。 

 

 

      

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

  

  

 

 

令和 6年度 ソーシャルビジネス関連融資実績 17,369件 1,153億円 

～ソーシャルビジネス関連融資は 10年で約 2倍に増加～ 

ニュースリリース 

ソーシャルビジネス関連融資実績 



保健、医療又は

福祉の増進

28%

農山漁村又は

中山間地域の振興

11%

環境の保全

10%まちづくりの推進

8%

観光の振興

8%

学術、文化、芸術又は

スポーツの振興

7%

経済活動の活性化

7%

その他

21%

27年度比（％） 前年度比（％）

30代以下 301 1,394 2,366 2,798 2,687 892.7 96.0

40代 344 1,435 2,209 2,793 2,681 779.4 96.0

50代 266 974 1,687 1,883 1,752 658.6 93.0

60代以上 279 875 1,325 1,468 1,258 450.9 85.7

合計 1,190 4,678 7,587 8,942 8,378 704.0 93.7

（単位：件、％）

令和３年度 令和５年度 令和６年度平成27年度 令和４年度

（単位：件、億円）

27年度比（％） 前年度比（％）

件数 7,746 12,465 15,296 16,514 17,369 224.2 105.2

金額 607 1,137 1,265 1,222 1,153 190.0 94.4

件数 1,177 821 692 613 643 54.6 104.9

金額 72 70 57 44 43 60.9 99.4

件数 6,212 7,559 7,533 7,422 8,820 142.0 118.8

金額 491 714 624 552 558 113.7 101.0

件数 1,190 4,678 7,587 8,942 8,378 704.0 93.7

金額 98 406 629 660 587 593.6 88.8

令和３年度 令和６年度

ソーシャルビジネス関連融資
（注）

①ＮＰＯ法人

②介護・福祉事業者

③社会的課題の解決を目的

　とする事業者

平成27年度 令和４年度 令和５年度

 

 

 

 

 

 

 

参考 

（参考１）融資対象者別実績 

（参考２）「社会的課題の解決を目的とする事業者」の活動分野内訳（件数構成比） 

 

 

（注）表中の①、②、③に対する融資実績の合計（①と②の重複分を除く）です。 

（参考３）「社会的課題の解決を目的とする事業者」における年齢別実績 

（注）１ 活動分野は、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）において定められている活動分野（特定非営
利活動の種類）に準じて分類しています。 

   ２ 活動内容が、複数の分野にあてはまる場合は、主な活動分野に分類しています。 


